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はじめに
　市民の皆さまをはじめ、ふるさと小矢部を応援していただいている多くの皆さまには、
日頃から小矢部市のまちづくりについて、深いご理解と温かいご支援・ご協力をいただき
厚くお礼申し上げます。
　さて、全国の昨年の出生数が、人口動態統計の速報値において80万人を割り込み、統計
開始以来、過去最少を更新するなど、出生数の減少が日本の直面する課題のひとつとして
挙げられます。本市におきましても出生数は年々減少傾向にあり、先送りできない重要な
課題となっております。令和５年度は、産み育てやすいまち「あったか子育て日本一」を
目指して、子育て世帯への経済的支援をはじめ、産前産後の妊産婦の健康管理や育児相談
などの人的サポート、更に婚活支援の充実を図ってまいります。
　このほか、昨年度に引き続き自治体ＤＸの推進、新たな定住人口、交流人口が溢れる地
域づくりに向けた地方創生の推進、安全安心なくらしの実現に向けた防災・減災対策な
ど、「小矢部市に住んでよかった」と思えるまちづくりを進めるための各種施策に取り組
んでまいります。
　これらを踏まえ、令和５年度の予算を、小矢部市の持続的発展のための「次代を見すえ
る実行予算」と位置付けました。
　この予算編成に基づき、本年度、小矢部市が取り組む主要な事業や市の財政状況などを
まとめた“次代を見すえる みんなで考えよう　おやべの予算”を作成しました。市民の皆
さまには、今後の小矢部市のまちづくりについて、様々なご意見をいただきたいと考えて
おります。
　なお、本書は、職員が、すべての文章やレイアウトなどを考えて作成しております。ま
た、市の仕事を幅広い世代の方にご理解いただけるよう、令和５年度の主な事業について
わかりやすい説明を心がけ作成しております。
　これからも小矢部市が掲げる将来像『魅力・安心・充実　しあわせ　おやべ』の実現に
向けた市勢の伸展を目指し、本市の持続的発展のため全身全霊を傾けて市政に取り組んで
いく決意でありますので、引き続き皆さまのご理解とご協力をお願い申し上げます。

小矢部市長　　桜　井　森　夫

「令和５年２月１６日定例記者会見」
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　市民のみなさんから納めていただい
ている税金は、国、県、市の収入となり、
さまざまな行政サービスに使われてい
ます。新しい年度が始まる前に、あら
かじめ税金などの収入と行政サービス
に使う支出の金額を見積もり、事業内
容などを計画します。

①　事業を行う担当部署が地域の状況などから、行政サービスなどの業務内容を
　　計画します。
②　社会情勢や財政状況などを考慮し、収入と支出を見積もります。
③　市長が、その検討結果に総合的な判断をし、予算案を作成します。
④　市長が、予算案を市議会に提出します。
⑤　市民を代表する議員で構成される市議会が審議・議決し、予算が決まります。

問

国・県

市民の
みなさま 小矢部市

問

答

答

予算って、何？

予算は、どのように決まるのか？

年間の収入と支出の
見積りです。

市長が予算案を作成し、議会で審議され決まります。

国税・県税 交付税等

行政サービス

行政サービス

市税
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小矢部市の予算を家計に例えると
一般会計の令和５年度予算（134億3000万円）を
年間収支500万円の家計に置き換えると

給与	 475万円
　基本給（市税収入など）	 202万円
　諸手当（国庫補助金など）	 273万円

銀行からの借入	 20万円

貸したお金の返済金	 5万円
（貸付金元利収入）
　　　合　計	 500万円

食費（人件費）	 88万円
医療費など（扶助費）	 68万円
ローン返済（公債費）	 57万円
光熱費など（物件費）	 85万円
家・車・電化製品などの修理・買い替え	 40万円
（維持補修、投資的経費）
親戚への援助・町内会負担金	 90万円
（補助費等）
家族への仕送り（繰出金）	 47万円
友人などへ貸すお金	 18万円
（投資及び出資金、貸付金）
貯金等（積立金、予備費）	 7万円
　　　合　計	 500万円

収　入

支　出
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予算総額 217億5,081万円
　令和５年度小矢部市予算が、市議会３月定例会で成立
しました。
　令和５年度は、第７次総合計画の５年目となる年です。
　昨年、市制60周年を迎えた本市が、持続的に発展し、
更なる躍進に向けて、本市の諸課題に対応するため、
令和５年度予算のキャッチフレーズを「次代を見すえる
実行予算」と位置付け、創意と工夫を凝らして編成しました。
　なお、一般会計、４つの特別会計、２つの企業会計をあわせた予算総額は217億5,081万円となり、前年度に比べ
6,352万円（0.3％）の減となります。

一般会計予算134億3,000万円 前年度比1.2％の増
　行財政全般にわたり改革意識をもって予算を編成する一方、第７次総合計画に掲げられた事業に加え、『あったか子育て
日本一』を目指すための事業や自治体ＤＸの推進に向けた予算等を計上した結果、前年度に比べ１億6,100万円（1.2％）の
増となります。

げられた事業に加え、『あったか子育て
年度に比べ１億6,100万円（1.2％）の

一般会計　歳入
　歳入では、市税は、令和４年
度の決算見込みや国の経済の
見通しや税制改正及び本市の
実情を踏まえて総合的に勘案
し、全体で9,918万円（2.2％）
の増となります。地方交付税に
ついては、国の地方財政計画
などに基づく試算により200
万円（0.1％）の微増となりま
す。市債については、臨時財政
対策債の減などにより9,070
万円（14.7％）の減となりま
す。また、本市の貯金に当たる
基金からの繰入れについて
は、一般財源の不足を補うた
めの財政調整基金からの繰入
れを４年連続で行わずに予算
を編成しました。

※4月1日現在　人口　28,469人

市民1人当たりの予算額（一般会計）一般会計（当初予算）の推移

40

60

80

100

120

140

160

180 471,741円

国県支出金
22億9,718万円

（17.1％）

地方交付税
38億4,400万円

（28.6％）
市たばこ税等

2億9,183万円
（2.2％）

78億6,908万円
（58.6％）

固定資産税
25億9,118万円

（19.3％）

国県支出金

市債
5億2,810万円

（3.9％）

市民税
17億3,600万円

（12.9％）

譲与税、各種交付金
11億9,980万円

（9.0％）

諸収入
4億669万円（3.0％）

その他の自主財源（使用料及び手数料、財産収入等）
5億3,522万円（4.0％）

46億1,901万円
（34.4％）

55億6,092万円
（41.4％）

歳入依

　
　
存

　
　
財

　
　
源

自

　
　
主

　
　
財

　
　
源

市

　　
税

79

54

133

R4 R5

77

62

82

58

88

58

91

60

101

60

101

59

80 80

57
51

139 140 146 151
161 160

137 131

H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 （年度）（億円）

予算総額 自主財源 依存財源

79

55

134

自治体DX　 （デジタル・トランスフォーメーション）デジタル技術や人工知能等を活用し、業務効率化や行政サービスの
改善を進めながら、住民の利便性向上を目指すこと
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そ
　 の

　他

　の

　
経

　
費

義

　
務

　
的

　
経

　
費

投資的経費

一般会計　歳出
　歳出では、新たにLINEによるオンラ
イン申請システムの導入やAIを活用し
た新オンデマンド交通の実証運行に取
り組むことなどから物件費が9,637万
円（4.4％）の増となります。公債費につ
いては、新たな元金償還が始まること
により4,071万円（2.8％）の増となり
ます。また、将来の公債費の増加に備
えるための減債基金への積立てにつ
いて、令和４年度中に前倒しで積み立
てを行ったことから当初予算では、積
立金が5,289万円（23.7％）の減とな
りますが、給食センター等の整備に備
えるための小中学校基金１億円の積立
てや、庁舎の耐震化・長寿命化のため
の庁舎整備基金7,000万円の積立て
などは引き続き行っていきます。

義務的経費
　支出が義務付けられ任意に節減でき
ない経費（人件費など）

投資的経費
　その経費の効果が市の資本形成に向
けられ、将来的に残る施設や道路などの
事業経費（普通建設事業費など）

扶 助 費
　生活保護法、児童福祉法、老人福祉法
などに基づくほか、こども医療費の助成な
ど、生活を維持するために支出される経費

公 債 費
　市債の返済などに必要な経費

物 件 費
　人件費、扶助費、補助費等以外の市が支
出する消費的性質の経費の総称（旅費、光
熱水費、事務経費、委託料、リース料など）

補 助 費 等
　負担金、補助金および交付金や保険料
など

前年度比3.6％の減

特別会計予算

公共用地先行取得事業 4,070万円 （増減なし）
国民健康保険事業 27億5,730万円 （6.6％減）
後期高齢者医療事業 ９億8,420万円 （5.9％増）
東部産業団地事業 １億1,610万円 （4.4％減）

水道事業 11億1,232万円 （1.0％減）
下水道事業 33億1,019万円 （2.0％減）

※（　）内は前年度比

　公営企業は、経営・資産等の状況を正確に把握す
るため、企業会計方式で経理します。

　特別会計は、各事業の目的別に特定の収入を財源として、
一般会計とは別に経理します。

企業会計予算

用 語 の 解 説

38億9,830万円
前年度比1.8％の減

44億2,251万円

その他
21億5,621万円

（16.0％）

補助費等
24億2,443万円

（18.1％）

物件費
22億8,473万円

（17.0％）

扶助費
18億2,763万円

（13.6％）

人件費
23億7,394万円

（17.7％）

57億2,184万円
（42.6％）

普通建設事業費
７億6,779万円

（5.7％）

公債費
15億2,027万円

（11.3％）

8億4,279万円
（6.3％）

68億6,537万円
（51.1％）

歳出
性質別

土木費
14億1,481万円

（10.5％）

その他
2億9,172万円（2.2％）

公債費

（11.3％）
15億2,028万円

教育費
13億4,309万円

（10.0％）

商工費
3億804万円（2.3％）

消防費消防費
5億8,693万円5億8,693万円

（4.4％）（4.4％）

農林水産業費農林水産業費
９億2,310万円９億2,310万円

（6.9％）（6.9％）

衛生費
16億5,175万円

（12.3％）

総務費
16億827万円

（12.0％）

民生費
37億8,201万円

（28.1％）

災害復旧費
7,500万円（0.6％）

歳出
目的別
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この事業の主な内容を表しています。
　　：令和５年度からの新規事業です。
　　：令和５年度からの拡充事業です。
それ以外は、継続の事業です。
事業ごとに、万円単位での予算額も記載

子育て世帯へのお米引換券配布事業
（令和５年３月補正）

担当課　こども家庭課 事業費　1,515万円

財
　
源

補 助 金 1,000万円

借 入 金

そ の 他

一般財源 515万円

概
　
要

　子育て世帯への経済的支援と市産米の消費拡大を目
的に、１歳から18歳までの児童のいる子育て世帯に
対してお米引換券を送付します。
　『お米引換「春・秋大作戦」』として、5 ～ 6 月、
11～ 12月の期間に引換ができます。

主
な
内
容

母 子 保 健 推 進 事 業
担当課

　健康福祉課
　　　　こども家庭課 事業費　3,947万円

財
　
源

補 助 金 520万円

借 入 金

そ の 他

一般財源 3,427万円

概
　
要

　妊娠や出産、子育てが安心してできるように妊婦さ
んや子育てを行うご家庭を支援します。
　具体的には、健康診査や健康相談会、講座を開催します。
　また、経済的な負担を軽減するため、各種助成も行います。

主
な
内
容

子育て支援保育等推進事業
担当課　こども家庭課 事業費　2,130万円

財
　
源

補 助 金 1,775万円

借 入 金

そ の 他 1万円

一般財源 354万円

概
　
要

　妊娠届出時より妊婦や０歳から２歳の低年齢期の子
育て家庭に寄り添い、伴走型相談支援の充実を図ると
ともに、経済的支援を行います。
　妊娠届出時に５万円、出生届提出後に５万円（お子
さん一人につき）を支給します。

主
な
内
容

　令和５年度、特に力をいれて取り組む事業です。

〇妊産婦健康診査事業費	 1,914
〇乳児健康診査事業費	 329
〇幼児健康診査事業費	 184
〇母子訪問相談指導事業費（不妊・不育症治療費助成など）	667
　　プレ妊活健診事業
　　育児等健康支援事業費（「ほ～っとサロン」の充実）	379
〇むし歯予防パーフェクト作戦事業費	 263 　　　　　　
など

　　子育て世帯へのお米引換券配布事業費	1,515

　　出産・子育て応援給付金	 1,560
　　給付金関係事務費等	 96
〇子育て世代包括支援センター運営費	 474

新

新
新

新

魅力創造のための主な取り組み

次代を見すえる実行予算
新規・拡充事業を中心に、ここから13ページにわたって紹介します。

新

拡

事業名又は小事業名を表しています。
（一部複数の事業をまとめている場合があります。）

この事業を行うための予算額を表しています。
（千円以下については、四捨五入）

この事業に係る財源の内訳を表しています。
補 助 金：国や富山県からの補助金です。
借 入 金：金融機関等からの借金です。
そ の 他：使用料や手数料、寄附金などです。
一般財源：市税など、市が負担する額です。

拡
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こども及び妊産婦医療費助成費
担当課　こども家庭課 事業費　9,255万円

財
　
源

補 助 金 1,304万円

借 入 金

そ の 他 1,050万円

一般財源 6,901万円

概
　
要

　保護者の経済的負担の軽減を図り、安心して子育
てをすることができる環境を整備するため、入院と
同じように、通院を高校生等まで拡充します。

主
な
内
容

拡  こども及び妊産婦医療費　助成費	 8,973
　　（通院を高校生等まで拡充）
〇事務費等	 282

デジタル化推進事業費
担当課　デジタル推進課 事業費　2,776万円

財
　
源

補 助 金 1,166万円

借 入 金

そ の 他

一般財源 1,610万円

概
　
要

　デジタル技術を活用した各種ソリューションの導
入により、市民サービスの充実を図ります。
　また、スマートフォンの操作に不得手な市民を対
象としたスマートフォン教室を開催し、情報格差の
解消に努めます。

主
な
内
容

新  LINEを利用した「オンライン手続きサービス」の導入費
	 1,838
新  スマホ教室の開催	 399
新  使用料等のキャッシュレス決済の推進	 62
拡  結ネットの試行的導入（３地区）	 33
拡  行政事務におけるＤＸの推進
　　（AI議事録作成支援システム、ＲＰＡ利用料等）	444

次代を見すえる実行予算

　令和５年度、特に力をいれて取り組む事業です。

魅力創造のための主な取り組み

市 営 バ ス 事 業 費
担当課　生活環境課 事業費　7,306万円

財
　
源

補 助 金 2,736万円

借 入 金

そ の 他 762万円

一般財源 3,808万円

概
　
要

　高齢者等の移動需要に対応し、空車運行のない効
率的な運行を可能とする、ＡＩオンデマンド交通の
導入に向けて、令和５年４月から段階的に実証運行
を実施します。

主
な
内
容

〇市営バス運行費等	 3,912
新  ＡＩオンデマンド交通運行業務委託料	 1,819
新  ＡＩオンデマンド交通運行支援等業務委託料
	 1,561
〇バスロケーションシステム維持費	 14

結 婚 活 動 支 援 事 業 費
担当課　定住支援課 事業費　355万円

財
　
源

補 助 金 147万円

借 入 金

そ の 他 1万円

一般財源 207万円

概
　
要

　結婚を希望する独身男女の出会いの機会を支援し
ます。
　また、新たに出会いの場を創出するため、「恋カ
フェ３×３」と銘打つ少人数の婚活イベントをボラ
ンティアの「おやべの縁結びさん」とともに実施し、
成婚率の向上、ひいては人口増を目指します。

主
な
内
容

〇おやべ縁結びの会支援費	 21
〇婚活イベント実施業務委託料	 55
新  少人数婚活イベント「恋カフェ３×３」運営費
	 131
〇婚活支援事業費等補助金	 36
〇婚活支援員設置費	 112



8

定 住 促 進 対 策 事 業 費
担当課　定住支援課 事業費　7,950万円

財
　
源

補 助 金 1,631万円

借 入 金

そ の 他 301万円

一般財源 6,018万円

概
　
要

　本市では人口減少が問題となっており、その対策
として、各種定住促進・移住支援助成を実施します。
　また、新型コロナ感染症の影響によりテレワーク
移住が注目されていることから、テレワーク体験事
業の実施、テレワーク可能なサテライトオフィス等
の開設支援や東京、大阪で開催される移住フェアに
参加し本市の魅力を発信します。

主
な
内
容

新  サテライトオフィス等開設支援事業費	 2,000
〇各種定住促進・移住支援助成事業	 5,950

駐 車 場 管 理 費
担当課　都市建設課 事業費　1,602万円

財
　
源

補 助 金 200万円

借 入 金

そ の 他 1,196万円

一般財源 206万円

概
　
要

　石動駅周辺の市営駐車場や駐輪場の管理を行って
います。
　石動駅南広場において新たに屋根付きの駐輪場を
50台分整備します。

主
な
内
容

新  石動駅南広場　屋根付き駐輪場整備費	 906
〇駐車場管理費	 696

（歳入）公共施設使用料の見直し
担当課　財政課 増収見込額　54万円

　本市では、第３次小矢部市行財政改革実施計画において「受
益者負担の適正化」を取組項目として掲げ、概ね３年おきに
使用料を見直すこととしています。
　今回は、「算定方法の明確化」「受益者負担と公費負担の公
平性」の観点から、「料金原価（年間維持管理費等）」と「受
益者負担率」を基に、あるべき料金単価を算定します。
　見直しを行う施設については、以下のとおりです。
　なお、算定の結果、使用料が大幅に増額すると見込まれる
施設については、激変緩和措置として「現行使用料金の概ね
１．５倍」を上限としています。

〇見直し対象施設（令和５年１０月１日改定）
　・津沢コミュニティプラザ
　・市民体育館
　・市民プール
　・北蟹谷スポーツセンター
　・藪波スポーツセンター
　・水島スポーツセンター
　・商業インキュベータ
　・農村環境改善センター
　・稲葉山牧野

ふるさとおやべ応援事業費
担当課　企画政策課 事業費　3,637万円

財
　
源

補 助 金

借 入 金

そ の 他

一般財源 3,637万円

概
　
要

　ふるさと納税制度は、ふるさとや応援したい自治
体に寄附した際に、所得税や個人住民税の一部が控
除される制度です。ふるさと納税ポータルサイトを
活用するとともに、新しく現地決済型の納税システ
ムを取り入れながら、市内事業者と協力して、寄附
の増額を目指します。

主
な
内
容

新  ふるさと納税自動販売機の導入・運用費	 443
〇寄附に対する返礼品等諸経費	 3,194

　令和５年度、特に力をいれて取り組む事業です。

次代を見すえる実行予算

魅力創造のための主な取り組み
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生産調整推進対策事業費
担当課　農林課 事業費　3,300万円

財
　
源

補 助 金 771万円

借 入 金

そ の 他

一般財源 2,529万円

概
　
要

　お米や大豆、ハトムギなどの転作作物の品質向上
に向けた鶏糞や珪酸質資材による土づくりなどの取
組や園芸作物などの生産振興、６次産業化の新商品
開発や販路開拓等の取組に対して支援を行います。

主
な
内
容

〇循環型農業支援事業	 302
〇地区生産調整推進対策等補助金	 228
〇重点作物品質向上・地域特産物定着化促進補助金
	 　997
〇土づくり支援事業補助金	 200
新  ６次産業化支援事業補助金	 150

など

商 工 業 振 興 対 策 費
担当課　商工立地振興課 事業費　2,140万円

財
　
源

補 助 金 50万円

借 入 金

そ の 他 1,374万円

一般財源 716万円

概
　
要

　市内商工業の活性化を図るため、石動駅前商工会
ビル「める・びる」の運営補助や、空き店舗への出
店に対する補助、サテライトオフィスを新設した事
業者に対する補助によるUIJ ターンや企業誘致の促
進などを行っています。

主
な
内
容

〇地域・まちなか商業活性化支援事業補助金
	 1,250
〇まちなか等振興事業補助金	 400
〇サテライトオフィス施設整備費補助金	 100　　　　　　

　　　　　　　　　　　　など

労　 務　 対　 策　 費
担当課　商工立地振興課 事業費　114万円

財
　
源

補 助 金 15万円

借 入 金

そ の 他

一般財源 99万円

概
　
要

　市内企業の人材確保を支援します。
　また、新規事業として、市内の企業が人材確保・
雇用促進のために制作する企業紹介ＰＲ動画の制作
に係る費用の一部を助成する制度を創設し、市内企
業の雇用促進を図ります。

主
な
内
容

〇新就職者激励会開催費	 14
〇中小企業退職金共済制度加入補助金	 20
新  企業紹介ＰＲ動画制作支援補助金	 30
〇呉西圏域事業費負担金	 40　

　　　　　　　　　　　　など

土 地 改 良 振 興 事 業 費
担当課　農林課 事業費　9,696万円

財
　
源

補 助 金 60万円

借 入 金 7,730万円

そ の 他

一般財源 1,906万円

概
　
要

　農業の振興と安全・安心な地域づくりのため、農
地や農業用水路、ため池など農業生産基盤の整備や
自然災害への防災・減災対策を推進します。

主
な
内
容

〇県営土地改良総合整備事業負担金	 8,860
〇土地改良区実施事業補助金等	 836　

　力強い地域産業の振興と特色ある産業の育成を図るとともに、起業・創業・企業立地を促進する
ことにより、魅力ある職場や雇用の確保・創出に努めます。

魅力あふれる産業と経済活力のみなぎるまち

次代を見すえる実行予算 『第７次小矢部市総合計画　まちづくりの基本目標別　主要事業の概要』
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街　 路　 事　 業　 費
担当課　都市建設課 事業費　1,623万円

財
　
源

補 助 金

借 入 金 1,130万円

そ の 他

一般財源 493万円

概
　
要

　富山県施行による都市計画道路寄島西中野線の街
路事業について、道路拡幅に伴う費用の一部を市が
負担します。また、都市計画道路桜町西福町線につ
いて、既存道路との整合を図り、今後のまちづくり
にとって望ましい計画線への見直しを行います。　　　

主
な
内
容

〇県営街路事業負担金（寄島西中野線）	 1,460
新  都市計画道路桜町西福町線路線見直し案作成業務
	 163

寿永荘跡地利活用調査事業費
担当課　都市建設課 事業費　10万円

財
　
源

補 助 金

借 入 金

そ の 他

一般財源 10万円

概
　
要

　寿永荘跡地及びその周辺における名所や史跡・古
墳群などの歴史的資源を活用するため、今後、順次
設置する案内看板や説明看板などの内容について検
討を行います。

主
な
内
容

新  寿永荘跡地利活用調査事業	 10

住宅・建築物安全ストック形成事業費
担当課　都市建設課 事業費　134万円

財
　
源

補 助 金 94万円

借 入 金

そ の 他

一般財源 40万円

概
　
要

　旧耐震基準で建設された木造住宅について、耐震
診断の結果、耐震補強が必要と判定された場合にお
いて、改修に要する費用の一部を補助します。また、
地震時等において倒壊するおそれのある危険なコン
クリートブロック塀等の除却及び再設置について、
その費用の一部を補助します。

主
な
内
容

〇木造住宅耐震改修支援事業費補助	 100
新  コンクリートブロック塀等の除却及び設置費補助
	 25
〇事務費	 9

合併処理浄化槽整備事業費
担当課　上下水道課 事業費　2,234万円

財
　
源

補 助 金 888万円

借 入 金

そ の 他

一般財源 1,346万円

概
　
要

　生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図るため、
合併処理浄化槽の整備及び維持管理に対して補助金
を交付します。
　令和５年度からは、設置整備補助額の見直し・補
助メニューの拡充を行います。また、維持管理補助
の周知を図るため、チラシの配布を行います。

主
な
内
容

拡  浄化槽設置整備補助金	 1,674
〇浄化槽維持管理補助金等	 538
新  浄化槽維持管理補助金周知チラシ配布業務	 15 

　　　　　　　　　　　　など

　道路、公園・緑地、上下水道など生活基盤の整備を進め魅力ある市街地を形成するとともに、石動
駅を中心とした交通ネットワークの充実に努め、幅広い交流を促進します。

人をよびこむ都市空間と多彩な交流でにぎわうまち
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公 共 交 通 対 策 事 業 費
担当課　生活環境課 事業費　2,007万円

財
　
源

補 助 金 246万円

借 入 金

そ の 他

一般財源 1,761万円

概
　
要

　砺波地区の高校に通う高校生を対象に、公共交通
の利用促進につなげる啓発チラシの配布や運賃割引
きを実施します。
　また、これまでの市内の公共交通体系を見直し、
持続可能な公共交通体系を構築することを目的とし
て小矢部市地域公共交通計画を策定します。

主
な
内
容

〇民営バス路線維持対策費	 1,375
新  民営バス利用促進事業負担金	 128
新  地域公共交通計画策定費等	 504

道の駅・地域振興施設管理運営費
担当課　観光課 事業費　1,417万円

財
　
源

補 助 金

借 入 金

そ の 他 104万円

一般財源 1,313万円

概
　
要

　指定管理者制度を活用し、施設の管理運営を行い
ます。
　本年度は、（仮称）道の駅施設活用検討委員会に
おいて、今後の施設の在り方を検討します。
　また、フードコートの券売機の更新を行います。

主
な
内
容

〇指定管理料等	 1,338
新  （仮称）道の駅施設活用検討委員会関係費	 8
新  フードコート券売機の更新費	 71

シティプロモーション事業費
担当課　企画政策課 事業費　260万円

財
　
源

補 助 金 121万円

借 入 金

そ の 他

一般財源 139万円

概
　
要

　市民の皆さんには本市への愛着や誇りをもっても
らい、市外の方々には本市の存在や魅力を知っても
らえるようなプロモーション施策を展開し、移住定
住の促進や、関係人口の創出につなげます。

主
な
内
容

〇首都圏における関係人口創出イベント事業	 70
〇ふるさと納税広告掲載事業	 21
新  学生団体との協働によるシティプロモーション動画制作事業
	 132

　　　　　　　　　　　　など

観　 光　 推　 進　 費
担当課　観光課 事業費　3,340万円

財
　
源

補 助 金 135万円

借 入 金

そ の 他 770万円

一般財源 2,435万円

概
　
要

　商店街や市内観光地への誘客を図るため、小矢部
三大祭などへの補助や、高速バス利用者の市内周遊
促進・消費拡大を図る事業を行っています。
　また、新規事業として、観光客誘客施設整備事業
補助制度を創設し、誘客・観光消費の促進を図りま
す。

主
な
内
容

〇観光協会補助金	 1,265
　観光宣伝事業（三大都市圏等）	  306
〇各種イベントまつり補助金（【新】オータムフェスタ（仮称）の開催） 
	 1,073
新  観光客誘客施設整備事業補助金	 100　

　　　　　　　　　　　　など

　道路、公園・緑地、上下水道など生活基盤の整備を進め魅力ある市街地を形成するとともに、石動
駅を中心とした交通ネットワークの充実に努め、幅広い交流を促進します。

人をよびこむ都市空間と多彩な交流でにぎわうまち
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地球環境保全対策事業費
担当課　生活環境課 事業費　358万円

財
　
源

補 助 金

借 入 金

そ の 他

一般財源 358万円

概
　
要

　2050年までの脱炭素社会を見据えて、ゼロカー
ボンシティを実現するために必要な政策や目標値等
を盛り込んだ地球温暖化対策実行計画を策定します。
　また、引き続きペレットストーブを設置された方
に対し、設置費用の一部を補助します。

主
な
内
容

新  小矢部市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）
   　策定等支援業務委託料	 330
新  小矢部市ゼロカーボンシティ推進市民会議委員謝礼
	 18
〇ペレットストーブ設置補助金	 10

不 燃 物 処 理 場 管 理 費
担当課　生活環境課 事業費　1,382万円

財
　
源

補 助 金

借 入 金

そ の 他 110万円

一般財源 1,272万円

概
　
要

　不燃物処理場内において今後の埋立場所の選定や
管理用道路設置、施設の運用等の検討を行うために、
不燃物処理場埋立管理計画の策定を行います。

主
な
内
容

新  不燃物処理場埋立管理計画策定費	 491
〇ろ過ポンプ交換工事費	 80
〇不燃物処理場管理費	 811

県単独森林整備事業費
担当課　農林課 事業費　4,521万円

財
　
源

補 助 金 4,291万円

借 入 金

そ の 他

一般財源 230万円

概
　
要

　林業経営の安定化と国土の保全、水源涵養、地球
温暖化防止などの多面的機能を発揮させるため、植
栽、保育、間伐等の森林整備に対して補助などを行
います。

主
な
内
容

〇水と緑の森づくり補助金事業費	 4,061
〇森林整備事業費	 460

環 境 セ ン タ ー 管 理 費
担当課　生活環境課 事業費　691万円

財
　
源

補 助 金

借 入 金

そ の 他

一般財源 691万円

概
　
要

　ごみの持込みのために入場する利用者の増加によ
り交通混雑が発生していること等から、施設内の効
果的な動線を確保するため、施設内の建物などの再
配置を検討します。

主
な
内
容

新  環境センター再配置基本計画策定費	 220
〇環境センター管理費	 471

未来にやさしい環境と安全安心に暮らせるまち

　循環型社会への対応、豊かな森の保全と活用、消防や救急、防災、防犯体制の充実に努め、災害に
強く快適で持続可能な生活環境づくりを推進します。
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森 林 経 営 管 理 事 業 費
担当課　農林課 事業費　1,430万円

財
　
源

補 助 金

借 入 金

そ の 他 350万円

一般財源 1,080万円

概
　
要

　森林環境譲与税を活用して、森林整備が円滑に進
むように山林所有者の調査や森林整備のための林
道・作業道の支障となる木を伐採します。

主
な
内
容

〇森林整備事業事前準備業務（ 新  平桜、新  臼谷）
	 780
新  林道現況調査業務（市内林道60路線）	 100
新  支障木危険木除去業務（末友）	 550

消 防 団 運 営 費
担当課　総務課 事業費　4,986万円

財
　
源

補 助 金 40万円

借 入 金

そ の 他 150万円

一般財源 4,796万円

概
　
要

　消防団員に対する報酬や手当の支給、消防器具置
場、消防車両の維持管理に要する費用等です。

主
な
内
容

〇団員報酬等	 2,751
〇消防団運営事業費	 2,235

消 防 施 設 管 理 費
担当課　総務課 事業費　3,676万円

財
　
源

補 助 金

借 入 金 2,870万円

そ の 他

一般財源 806万円

概
　
要

　消防器具置場や消防車両等の整備に要する費用で
す。
　本年度は、宮島分団消防器具置場外壁の改修及び
市消防分団の消防ポンプ自動車と小型動力ポンプを
更新します。

主
な
内
容

新  小型動力ポンプ整備費（若林分団）	 230
新  消防器具置場改修工事費（宮島分団）	 450
新  消防ポンプ自動車整備費（石動第３分団）	2,296

　　　　　　　　　　　　など

防 災 事 業 費
担当課　総務課 事業費　2,161万円

財
　
源

補 助 金 30万円

借 入 金

そ の 他 787万円

一般財源 1,344万円

概
　
要

　市民の防災意識・減災意識の向上を図るとともに、
災害への予防や対応のため、関係団体と連携し市総
合防災訓練を行います。
　また、防災行政無線（市内67ヶ所）や防災備蓄
倉庫の維持管理、食料等の備蓄、避難所の資機材整
備など地域防災力の向上を図ります。

主
な
内
容

〇災害時備蓄品整備費（ポータブル蓄電池等）	 330
〇防災無線、防災倉庫維持管理費等	 1,125

　　　　　　　　　　　　など

未来にやさしい環境と安全安心に暮らせるまち

　循環型社会への対応、豊かな森の保全と活用、消防や救急、防災、防犯体制の充実に努め、災害に
強く快適で持続可能な生活環境づくりを推進します。
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協働のまちづくり推進費
担当課　定住支援課 事業費　203万円

財
　
源

補 助 金 23万円

借 入 金

そ の 他 24万円

一般財源 156万円

概
　
要

　男女共同参画社会の実現を目指し、市民のつどい
の開催、あったか川柳募集事業や出前講座等を実施
します。隔年で女性議会を開催し、女性の意見が市
政に反映させるように努めます。

主
な
内
容

〇男女共同参画推進費	 164
〇協働のまちづくり推進費	 39

市 有 財 産 管 理 費
担当課　財政課 事業費　5,085万円

財
　
源

補 助 金

借 入 金 1,730万円

そ の 他 1,330万円

一般財源 2,025万円

概
　
要

　保育所の統合により廃止した旧保育所について、
解体又は売却などの財産処分を行います。
　また、市が所有する土地、建物及び自動車などの
維持管理を行います。

主
な
内
容

新  旧正得保育所除却事業	 3,430
〇市有財産管理費	 1,655

庁 舎 維 持 管 理 費
担当課　財政課 事業費　1億1,709万円

財
　
源

補 助 金

借 入 金

そ の 他 30万円

一般財源 1億1,679万円

概
　
要

　庁舎の維持管理に加え、庁舎耐震改修事業に向け
て、耐震改修基本構想の再検討や庁舎整備基金への
積立て（貯金）を行います。

主
な
内
容

〇庁舎の耐震化・長寿命化に備えるための計画的な
　基金の積立て	 7,000
新  庁舎耐震改修基本構想再検討業務	 209
〇庁舎管理費	 4,500

おやべ型１％まちづくり事業費
担当課　定住支援課 事業費　808万円

財
　
源

補 助 金

借 入 金

そ の 他

一般財源 808万円

概
　
要

　個人市民税の概ね１％を財源として、「地域の活
性化や特色あるまちづくりの推進を目的として、市
民自らが考え、みんなで一緒に行動する事業」に対
して補助金を交付します。

主
な
内
容

〇おやべ型１％まちづくり事業補助金	 800
〇事務費等	 8

　効率的な行財政運営と市民サービスの質的向上を目指し、持続可能な自治体経営の確立に努めます。

市民と行政が協働して自治体経営を支えるまち
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（教育委員会）事務局運営費
担当課　教育総務課 事業費　2,030万円

財
　
源

補 助 金 179万円

借 入 金

そ の 他 521万円

一般財源 1,330万円

概
　
要

　教育委員会の運営を行っています。
　また、児童・生徒が安心して快適に学校生活を送
ることができるよう、学校や部活動などに支援をし
ていきます。

主
な
内
容

拡  部活動地域移行モデル事業費	 657
〇奨学資金貸付金	 624
〇運営事務費等	 749

給食センター管理運営費
担当課　教育総務課 事業費　1億1,354万円

財
　
源

補 助 金

借 入 金

そ の 他

一般財源 1億1,354万円

概
　
要

　令和４年度に策定した「基本計画」をもとに、令
和５年度は「基本設計」を実施し、新しい学校給食
センターの建設を進めます。
　また、学校給食センターにおける調理委託や配送
業務委託等を行い、安全・安心な学校給食の提供を
行っていきます。

主
な
内
容

新  新学校給食センター基本設計業務委託費	 500
〇調理・配送業務等委託費	 8,843
〇施設管理運営費等	 2,011

ス ポ ー ツ 振 興 事 業 費
担当課　文化スポーツ課 事業費　663万円

財
　
源

補 助 金 100万円

借 入 金

そ の 他 40万円

一般財源 523万円

概
　
要

　運動好きな子供たちの育成に向けた幼児から児童
を対象とする運動教室の開催やトップアスリート選
手の育成に向けたプロスポーツチームによる少年ス
ポーツ教室を開催します。

主
な
内
容

〇市民体育大会運営等委託費	 222
〇トップアスリート強化・育成事業費委託費	 111　
〇小矢部元気ッズ育成支援事業費	 178

　　　　　　　　　　など

情報教育環境整備事業費
担当課　教育総務課 事業費　5,238万円

財
　
源

補 助 金

借 入 金

そ の 他

一般財源 5,238万円

概
　
要

　小学校及び中学校において、情報通信技術（ICT）
を活用した教育の実践に向けてＧＩＧＡスクール構
想関連業務の推進や、機器更新等を行います。

主
な
内
容

〇ＧＩＧＡスクール構想関連費	 1,510
〇校務支援システム賃貸借等	 3,728

　貴重な歴史資源や伝統文化を、生涯学習や生涯スポーツ、学校教育などさまざまな場面で活かしな
がらふるさと小矢部に対する愛着心の醸成を図ります。

人をすこやかにはぐくむ教育と歴史文化がいきづくまち
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公 民 館 管 理 運 営 費
担当課　文化スポーツ課 事業費　6,450万円

財
　
源

補 助 金

借 入 金 1,350万円

そ の 他

一般財源 5,100万円

概
　
要

　地域における生涯学習の拠点施設として、学習の
機会と活動の場を提供するとともに、地域の特性を
活かした活力ある地域づくりを進めます。

主
な
内
容

〇管理運営事業費	 5,050
〇施設改修事業費	 1,000
新  荒川公民館改築工事設計業務委託費	 400

文 化 財 保 護 費
担当課　文化スポーツ課 事業費　390万円

財
　
源

補 助 金

借 入 金

そ の 他 243万円

一般財源 147万円

概
　
要

　市指定文化財「越登賀三州志附圖」越中国図の保
存修理を行うとともに、獅子舞等の伝統行事の用具
の修理に補助金を交付して、その保存・活用を支援
します。

主
な
内
容

新  市指定文化財「越登賀三州志附圖」保存修理
	 249
〇伝統文化・芸能保存継承補助金	 76
〇文化財保護事務費等	 65

体 育 施 設 改 修 事 業 費
担当課　文化スポーツ課 事業費　880万円

財
　
源

補 助 金

借 入 金 690万円

そ の 他 50万円

一般財源 140万円

概
　
要

　スポーツ環境の充実を図るため、体育施設・設備
の改修を計画的に実施します。

主
な
内
容

新  ホッケー場井戸ポンプ改修工事費	 700
新  運動公園キュービクル改修工事費	 70
新  陸上競技場雨漏り修繕工事費	 60
〇施設修繕費	 50

クロスランドおやべ管理運営費
担当課　文化スポーツ課 事業費　1億9,635万円

財
　
源

補 助 金

借 入 金 4,780万円

そ の 他 530万円

一般財源 1億4,325万円

概
　
要

　クロスランドおやべは地域間交流の推進、芸術文
化の振興を図ることを目的にしており、その管理運
営や、老朽設備の改修工事を行います。
　今年度は、空調設備の機器更新を行います。

主
な
内
容

〇指定管理料	 12,504
拡  自主事業補助金（ガバメント・クラウド・ファン
   　ディングの実施）	 1,900
〇施設修繕費等	 751
新  冷温水発生機更新工事費	 4,480

　貴重な歴史資源や伝統文化を、生涯学習や生涯スポーツ、学校教育などさまざまな場面で活かしな
がらふるさと小矢部に対する愛着心の醸成を図ります。

人をすこやかにはぐくむ教育と歴史文化がいきづくまち
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社 会 福 祉 事 務 費
担当課　社会福祉課 事業費　593万円

財
　
源

補 助 金

借 入 金

そ の 他 505万円

一般財源 88万円

概
　
要

　社会福祉法に基づき、地域における福祉サービス
の適切な推進や、社会福祉を目的とする事業の健全
な発達、地域福祉に関する活動への住民の参加促進
等のため、本市の福祉施策の基本的方向や実施施策、
目標などを定める第4次小矢部市地域福祉計画（令
和６年度～令和11年度）を策定します。

主
な
内
容

新  地域福祉計画等策定業務	 505
〇社会福祉事務費	 88

障害者福祉推進事業費
担当課　社会福祉課 事業費　622万円

財
　
源

補 助 金 7万円

借 入 金

そ の 他 391万円

一般財源 224万円

概
　
要

　障害者基本法等に基づき、障害福祉サービス等の
提供体制及び自立支援給付等の円滑な実施を確保す
ることを目標として、第４次小矢部市障害者福祉計
画（令和６年度～令和11年度）第7期小矢部市障
害福祉計画、第3期小矢部市障害児福祉計画（令和
６年度～令和８年度）を策定します。

主
な
内
容

新  障害福祉計画等策定業務	 391
〇障害者福祉事務費	 231

老 人 福 祉 対 策 費
担当課　健康福祉課 事業費　6,761万円

財
　
源

補 助 金 2,583万円

借 入 金

そ の 他 270万円

一般財源 3,908万円

概
　
要

　高齢者が地域とのつながりの中で健康でいきいき
とした生活が送れるように、老人福祉センターの運
営や老人クラブへの支援などを行います。
　また、新たに地域の介護施設の整備や第９期高齢
者保健福祉計画策定を行います。

主
な
内
容

拡  高齢者補聴器購入費用助成金	 20
新  地域密着型介護基盤整備事業費補助金	 2,435
新  第９期高齢者保健福祉計画策定業務	 270

　　　　　　　　　　　　など

地域医療体制整備事業費等
担当課　健康福祉課 事業費　1億4,048万円

財
　
源

補 助 金 40万円

借 入 金

そ の 他 1,000万円

一般財源 1億3,008万円

概
　
要

　市民が安心して医療を受けることができるよう地
域の中核病院である北陸中央病院への補助を行いま
す。
　また、夜間や休日に病気になっても受診できる体
制を整えます。安心して子どもを産み育てる環境づ
くりのため、市内で産婦人科医院等を開設する費用
の一部を補助します。

主
な
内
容

〇北陸中央病院に対する医療体制運営補助金	11,891
〇砺波医療圏急患センター運営・維持管理費負担金等
	 1,157
〇産婦人科医院等開設補助金	 1,000

　安心で質の高い地域医療体制の充実、切れ目ない子育て支援、地域ぐるみの福祉を推進するほか、
各種福祉、介護、保険などの公的扶助サービスの充実に努めます。

心がやすらぐ健康とあたたかな福祉で支え合うまち
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（公立）保育施設管理費、保育施設運営費
担当課　こども家庭課 事業費　3億1,681万円

財
　
源

補 助 金 1,828万円

借 入 金

そ の 他 3,998万円

一般財源 2億5,855万円

概
　
要

　市内２か所の公立保育所及び３か所の公立こども
園において、乳幼児の教育・保育サービスを提供しま
す。
　小矢部市立保育所統廃合・民営化等推進委員会に
おいて、今後の統廃合の方向性について審議を行い
ます。

主
な
内
容

新  保育所統廃合・民営化等推進委員会運営費	 20
〇公立保育施設運営費	 20,902　

　　　　　　　　　　　など

高齢者地域支援事業費
担当課　健康福祉課 事業費　1億4,417万円

財
　
源

補 助 金 256万円

借 入 金

そ の 他 1億3,118万円

一般財源 1,043万円

概
　
要

　地域包括支援センターを運営し、高齢者が住み慣
れた地域で健康で自立した生活が送れるための事業
を総合的に実施します。
　さらに、認知症になっても安心して暮らせるまち
づくりにも取り組んでいます。

主
な
内
容

〇総合事業	 4,458
（通所型・訪問型サービス、介護予防普及啓発事業、ふれあいいきいきサロン事業等）
〇任意事業等	 1,255
（ 新 認知症高齢者おでかけあんしん賠償保険事業、おむつ引換券支給等）
〇その他事業	 1,145
〇包括的支援事業	 7,559
（地域包括支援センター運営、認知症地域支援等）

地域子育て支援拠点事業費
担当課　こども家庭課 事業費　4,460万円

財
　
源

補 助 金 2,960万円

借 入 金

そ の 他 3万円

一般財源 1,497万円

概
　
要

　市内７か所の「子育て支援センター」では、子育
て中の親子や妊婦の方に、育児相談や情報交換の場
としてご利用いただきます。
　大谷こども園内子育て支援センターにおいて、毎
月第２土曜日に、「子育てリフレッシュタイム」を
開設し、子育て中のママパパにリフレッシュする時
間を提供します。

主
な
内
容

〇子育て支援センター運営費等（民間事業者への補助
　金含む）	 4,441
拡  子育てリフレッシュタイムの開設費	 19
（大谷こども園内子育て支援センターで毎月第２土曜日実施）

健 康 増 進 対 策 事 業 費
担当課　健康福祉課 事業費　5,011万円

財
　
源

補 助 金 511万円

借 入 金

そ の 他 731万円

一般財源 3,769万円

概
　
要

　壮年期からの健康づくりの推進と、高齢期におけ
る健康の保持増進を図るため、保健事業を総合的に
実施します。

主
な
内
容

〇がん検診事業費	 3,932
〇健康診査事業費	 535
〇健康教育事業費　
 （ 新  第３次健康増進計画等策定業務　など）	 401
〇健康増進対策事務費	 143
 ( 健康、ひきこもり相談等含）

安心で質の高い地域医療体制の充実、切れ目のない子育て支援、地域ぐるみの福祉を推進するほか、
各種福祉、介護、保険などの公的扶助サービスの充実に努めます。

心がやすらぐ健康とあたたかな福祉で支え合うまち
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　計画を上回る取組により、行財政改革大綱に定める目標値「平成26年度までに人口比１％の職員体制（300人）」
を早期に達成し、さらに平成22年度に策定した「新たな定員管理計画」に定めた目標職員数250人（平成26年４月
１日現在）も計画どおり達成することができました。
　平成23年度以後、職員定数254人以内を維持しつつ業務を遂行してきましたが、国の制度見直しにより、常勤職員
である嘱託職員等を職員定数に含める必要が生じたため、令和２年度から職員定数を267人として定めました。今後
は、この職員定数を意識しつつ、多様化・複雑化する行政課題に対応するとともに、第７次総合計画に掲げる重要施
策を着実に遂行するため、適正な職員数を確保していきます。

資料編職員数の状況
(1) 部門別職員数の状況（各年 4 月 1 日現在）

(2) 職員数の推移

○令和５年度給与費明細（会計年度任用職員を除く）

○職員数の推移（毎年４月１日現在）

会 計 区 分
給　　与　　費

共 済 費 負担金補助…
及び交付金 法定福利費 合　　計

給　　料 職員手当等 計

一　般　会　計 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円
866,014 472,985 1,338,999 267,927 168,294 1,775,220

水道事業会計 24,447 18,163 42,610 12,068 54,678
下水道事業会計 22,936 13,424 36,360 10,705 47,065

計 913,397 504,572 1,417,969 267,927 168,294 22,773 1,876,963

220

240

260

280

300

320

340

360

380

400

314
301 298

254 252 251 250 252 253 250 250 252
265 259 263

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

258

５年度

職　　員　　数 ５年
対前年
増減数令和５年 令和４年 令和３年

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議　会 4 4 5
総　務 61 58 57 ＋３
税　務 13 15 13 △２
労　働 1 1 1
農・水 21 19 20 ＋２
商　工 5 5 5
土　木 14 13 13 ＋１
民　生 79 82 82 △３
衛　生 16 21 18 △５
小　計 214 218 214 △４

教育部門 23 24 23 △１
小　　計 237 242 237 △５

公
営
企
業
等

会
計
部
門

水　　道 7 7 7
下 水 道 6 6 7
そ の 他 8 8 8
小　　計 21 21 22

合　　計 258 263 259 △５
[ ２６７] [ ２６７] [ ２６７]

（注）
１　職員数は一般職に属する職員数である。
２　[     ] 内は、条例定数の合計である。
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資料編

Ｑ１　予算規模はどのように推移していますか？

   令和５年度の予算額は、一般会計で134億3,000万円、対前年比1億6,100万円（1.2％）の増額となりました。
特別会計（注１）と公営企業会計（注２）を合わせると217億5,081万円で、前年度と比べ6,352万円（0.3％）の減額と
なっています。
　厳しい経済状況の中、創意と工夫を凝らし、「次代を見すえる実行予算」として予算編成に努めました。第7次
総合計画の各目標を達成するため、各種事業に積極的に取り組んでいきます。

　特別会計予算と公営企業会計予算の総額は83億2,081万円、対前年比2億2,452万円（2.6％）の減額となって
います。
※上記グラフでは、下から①公共用地先行取得事業、②国民健康保険事業、③後期高齢者医療事業、④下水道事業（特別会計、R1まで）、⑤

農業集落排水事業（R1まで）、⑥東部産業団地事業、⑦水道事業、⑧下水道事業（企業会計）の順で表しています。

※注１　特別会計とは、特定の事業に関する歳入歳出を一般の歳入歳出と区別して別個に処理するために設置された会計。公共用地先行取得事業、
　　　　国民健康保険事業、後期高齢者医療事業、東部産業団地事業の４事業。
※注２　公営企業会計とは、一般会計や特別会計と区別された事業会計。水道事業、下水道事業の２事業。

60
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80

90

100

110

120

130

140

150

160

170
（億円）

一般会計予算

134億3,000万円

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

特別会計予算及び公営企業会計予算

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ４年度３年度
0

20

40

60

80

100
（億円）

５年度

83億2,081万円

①

②

③
⑥
⑦

⑧

④

⑤
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26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度
0

10

20

30

40

50

16.4 16.7 17.0 17.3 18.0 18.1 17.4 17.4 16.5

23.6 23.0 26.8 27.0 26.5 26.1 26.0 25.5 25.8

2.8 2.8

2.9 2.8 2.8 2.8 2.8 2.9 2.9

５年度

17.4

25.9

2.9

その他

（億円）

固定資産税
市民税

Q2　令和５年度の市税収入の内訳はどうなっていますか？

資料編

　令和５年度予算では、46億1,901万円の市税収入を見込んでいます。昨年度と比較すると、市民税の持ち直しな
どから、9,918万円の増となります。
　主な税目は、小矢部市に住所を有する個人や事務所を有する法人等が納める市民税、土地や家屋等を所有してい
る人が納める固定資産税、そして市たばこ税となっています。
　市民税と固定資産税を合わせると市税全体の約94％を占めており、この２つの税目が基幹税であることが分か
ります。

※令和３年度までは決算額、４年度以降は予算額を表しています。
※その他は、市たばこ税・軽自動車税・鉱産税・入湯税を表しています。

入湯税、鉱産税
0.1%

市民税（個人）
30.2％

市民税（法人）
7.4％

固定資産税
56％

市たばこ税
3.7％

軽自動車税
2.6%

令和5年度予算 令和4年度予算

市 民 税 17億3,600万円 16億5,333万円

固定資産税 25億9,118万円 25億7,945万円

軽自動車税 1億2,073万円 1億1,595万円

市たばこ税 1億7,000万円 1億7,000万円

鉱 産 税 10万円 10万円

入 湯 税 100万円 100万円

市 税 総 額 46億1,901万円 45億1,983万円
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Ｑ３　小矢部市の財政状況は他市と比較してどうなっていますか？

　下記の図は、各財政指標について、富山県の市町村平均を100とした場合の小矢部市の水準を表しています。富
山県内の市町村平均と比べ、小矢部市の実質公債費比率や将来負担比率は比較的高いため、健全度は低くなってい
ます。また、ラスパイレス指数（国家公務員給与額を100とした場合の給与水準）においては、平均よりも低い水
準でありますので、県内市町村平均に比べ給与水準が低い状態といえます。

財政指標の比較表

用語解説

財政力指数 経常収支比率
(％)

実質公債費比率
(％)

将来負担比率
(％)

ラスパイレス
指数

小 矢 部 市 0.59 82.2 14.1 169.5 95.2 
全国市町村平均 0.50 88.9 5.5 15.4 ※ 98.7 
富山県市町村平均 0.56 85.2 9.5 78.2 98.3 

財 政 力 指 数 標準的な行政活動を行うために必要な財政需要額に対する標準的な税収入などの割
合を示す数値です。この数値が高いほど財源に余裕があるとされています。

経 常 収 支 比 率
人件費、扶助費及び公債費などの義務的な経費に対して、地方税、地方交付税などの
経常一般財源収入がどの程度充てられるかをみる指標です。財政構造の弾力性を判断
するものです。

実質公債費比率
標準財政規模を基本とした額に対する一般会計等が負担する元利償還金及び準元利
償還金の比率をいいます。１年間の借入金の返済額やこれに準じるものの大きさを指
標化し、資金繰りの危険度を示す比率ともいえます。

将 来 負 担 比 率

標準財政規模を基本とした額に対する一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の
比率をいいます。一般会計の借入金や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点
での残高の程度を指標化し、将来財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示す比率で
あるともいえます。

ラスパイレス指数 国家公務員の平均給与額を 100 としたときの、各自治体の地方公務員の平均給与額
の水準を表したものです。

0

50

100

150

200 以上
財政力指数

実質公債費
比率

将来負担
比率

ラスパイレス
指数

経常収支
比率

小矢部市（実線）
※富山県市町村平均を100とした
　ときの比率で表した。

富山県市町村平均（点線）

※令和３年度普通会計決算に基づく指標です。
※…ラスパイレス指数は、令和４年度総務省及び富山県が公表した数値。ただし、※の数値は全国市平均です。

小矢部市の財政状況の
詳細はこちら
HPへリンク
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小矢部市の財政指標を県内他市と比較してみました。

クローズアップ 主要な財政指標の比較

　財政力指数とは、市の財政需要額が市税など自前の収入でどれだけ賄われているかを示しており、いわばどれだ
け自給自足できているかの指標になります。各市町村の人口や面積を元に、一定の基準で算定された「基準財政収
入額」と「基準財政需要額」を元に算出しているため、規模の違うそれぞれの市の間で、基礎体力を比較する指標
として使われています。
　財政力指数が「1.0」以上であれば自主的な収入のみで運営することができますが、「1.0」未満であれば地方交
付税などによって足りない分を補うことになります。なお、県内には、財政力指数が「1.0」以上の団体はありま
せん。

　経常収支比率とは、毎年決まって入ってくる収入「経常的収入」に対して、毎年決まって必要となる費用「経常
経費」がどれだけあるかを表した比率です。「経常的収入」には市税や地方交付税などがあり、「経常経費」には
職員の人件費や扶助費（生活保護法や児童福祉法等に基づく各種扶助の経費）、公債費（借入金の元利償還金）な
どがあります。
　「経常的収入」を多くの「経常経費」に充てなければならない状況になると、この比率は高くなり100％に近づ
いていきます。この比率が高いということは、財政構造の弾力性が失われているということを示しています。

（富山県市町村支援課：財政力指数（令和４年度））

（富山県市町村支援課：普通会計決算市町村別一覧表（令和３年度））

小矢部市の財政指標を県内他市と比較してみました。
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財政の健全化判断比率を比較してみましょう

クローズアップ 主要な財政指標の比較

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が平成21年４月から全面施行されました。
　この法律は、地方公共団体の財政の健全性に関する公表制度を設け、その比率に応じて財政の早期健全化や財政
の再生等に必要な行財政の措置を講ずることにより、地方公共団体の財政の健全化に資することを目的としていま
す。なお、公表が必要な指標は、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率（これら４つ
の指標を「健全化判断比率」といいます。）とされています。
　令和３年度決算に基づく健全化判断比率は、グラフのとおり、すべての市が早期健全化基準を下回っています。
（なお、すべての市が黒字のため、実質赤字比率と連結実質赤字比率はありません。）

※ 実質公債費比率とは ･･･
　標準財政規模を基本とした額に対する一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の比率をいいます。１年間の借入金の返
済額やこれに準じるものの大きさを指標化し、資金繰りの危険度を示す比率ともいえます。

※ 将来負担比率とは ･･･
　標準財政規模を基本とした額に対する一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の比率をいいます。一般会計の借入金や将来支
払っていく可能性のある負担等の現時点での残高の程度を指標化し、将来財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示す比率であると
もいえます。

（富山県市町村支援課：普通会計決算市町村別一覧表（令和３年度））

小矢部市の健全化判断比率を県内他市と比較してみました。
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（富山県市町村支援課：普通会計決算市町村別一覧表（令和３年度）／「令和４年 1 月 1 日住民基本台帳人口」）

Ｑ４　小矢部市の借入残高はどれくらいあるのですか？

　借入金に当たる地方債（市債）は、原則として① 文教施設、厚生・福祉施設などの公共施設の建設事業、② 料
金収入により償還の財源が確保される上下水道などの公営企業の事業、③ 突発的に発生した災害復旧事業などの
財源とする場合に限り、発行が認められています（この①から③を「建設地方債」といいます）。
　下のグラフに表れているとおり、建設地方債に係る地方債残高は平成29年度までは減少傾向にありました。し
かし平成30年度、令和元年度は、大谷・蟹谷こども園整備、新図書館整備、市民交流プラザ整備等に係る地方債
で大幅に残高が増加しました。令和５年度は昨年度に引き続き新規の借入を抑制したことから借入残高の減少を見
込んでいます。
　市では、引き続き、借入額を抑制し、地方債の残高が小さくなるよう取り組んでいきます。また、借入にあたっ
ても、後年度の交付税措置の高いものを優先的に借入し、財政の健全化に努めていきます。

　地方債はあくまで借金（ローン）であり、その返済を避けることはできません。地方債の場合、後世にわたり市
民が納める税金等がその償還（返済）財源となります。そのため、将来の人口や労働力人口などの見通しを基に、
将来過度な負担とならないよう、地方債残高を減らしていく努力が必要です。　
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※（　）の数字は合計です。

（万円）
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資料編

Ｑ５　小矢部市の基金残高はどれくらいあるのですか？

　小矢部市（一般会計）の貯金に当たる基金の過去10年間の状況は、次のようになっています。
　近年は、大型事業の終了等の影響もあり基金の取り崩しを行わず、将来に向けて着実に積み立てを行ったことに
より基金残高が増加傾向にあり、令和３年度末残高は約11億円となっています。
　市町村の財政状況は急激に改善するものではありませんが、これからも行財政改革を着実に推進していくなど継
続した取り組みが必要です。

　 突出して多い南砺市を除き、９市はその差が15万円程度の範囲内となっています。地方債残高は「借金の残
高」、基金残高は「貯金の残高」を表しているといいます。どの団体も借金の残高に比べて、非常に小さな貯金の
残高となっていることが分かります。
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（億円）

※上記の「折れ線グラフ」は、令和４年度までの決算額を示しています。
※上記の「棒グラフ」は、令和３年度までは各年度末の基金残高、令和４年度は残高見込を示しています。

用語解説
財 政 調 整 基 金 年度間の財源の不均衡を調整するための積立金をいいます。

減 債 基 金 公債費（借入金の元金利子）の償還を計画的に行うための積立金をいいます。

その他特定目的基金 上記以外の特定の目的のために積み立てられている積立金をいいます。
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小矢部市に寄せられた「ふるさと納税」の使い道について

　令和４年１月から12月末までにお寄せいただいた「ふるさとおやべ応援寄附
金」は53,165,421円（1,481件）でした。
　ご寄附をいただいた皆さまに対し、心よりお礼を申し上げます。
　皆さまからのご厚志は、令和５年度事業の財源として、大切に使わせていた
だきます。

◆寄附金の使い道（使途別の充当事業） （写真やイラストはイメージです）

まちづくりを支援
（使い道は市におまかせします）

おやべの歴史文化・スポーツの
振興を支援

おやべを元気にする市民と行政の
協働のまちづくりを支援

次代を担うおやべの子どもたちの
健やかな成長を支援

安心・安全でいきいきと生活できる
おやべのまちづくりを支援

メルギューくん・メルモモちゃんの
小矢部市ＰＲ活動を支援

ふるさとおやべの
自然環境・景観の保全を支援

おやべのまちの
賑わいづくりを支援

商工業振興対策費	 915万円
消防署運営費	 500万円
駐車場管理費	 500万円
こども及び妊産婦医療費助成費
	 400万円

文化財保護費	 243万円
ホッケーチーム育成支援事業費
	 49万円

男女共同参画に関する費用	24万円

放課後児童クラブ運営費
	 1,001万円

災害時備蓄品の整備	 130万円
県総合防災訓練費用	 81万円

メルギューくん、メルモモちゃん
の活動経費等	 49万円

倶利伽羅及び稲葉山・宮島峡の
環境整備	 100万円
環境美化・緑化推進費	 253万円

観光推進費	 721万円
商工業振興対策費	 400万円

※充当額には、令和４年中に寄せられた寄附金のほか、基金残高・利子等も含まれています。
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